
監 査 公 表 

静岡市監査公表第３号 

地方自治法第 252 条の 38第６項の規定により、静岡市長から措置を講じた旨の通知があ

ったので、これを公表する。 

平成 25 年７月１日 

静岡市監査委員  海 野   洋 

同     杉 原 賢 一 

同     遠 藤 広 樹 

同     馬 居 喜代子 

 

記 

 

１ 平成 23 年度包括外部監査（水道事業及び下水道事業に関する財務事務の執行並びに経

営に係る事業の管理について） 

 ⑴ 経営に係る事業の管理 

  ≪施設管理≫ 

ア 鉛製給水管の布設替え（水道部）について［水道総務課、水道管路課］ 

【指摘事項】 

鉛製給水管について、早急に情報を公開し、市民に説明責任を果たす必要がある。 

 

【措置の状況】 

   局広報紙「くらしと水」平成 24年６月１日号に当該情報を掲載し、市民周知に努め

ています。（水道総務課） 

 平成 24 年５月 28 日に市のホームページ上に、鉛製給水管についての解消対策やＱ

＆Ａを掲載開始しました。（水道管路課） 

 

イ 汚水処理の推進（下水道部）について［下水道計画課］ 

【指摘事項】 

将来的に赤字が見込まれている新たな事業を展開すれば、当然、さらなるコスト負

担が必要となる。資金不足となれば、下水道料金を値上げし、利用者に追加負担を求

めるか、一般会計から財源を投入する必要性も高くなる。 

少なくとも、新規に事業を実施する場合は、市民に対し、設備投資の経済性や事業

収支の見通しなど、具体的な財務データを示して、詳細な説明を行い、下水利用者の

理解を得るよう努める必要がある。 

 

【措置の状況】 



   新規に事業を実施する場合は、事業収支や中長期における事業経営への影響などを

十分検証し、事業決定の過程において「静岡市上下水道事業経営懇話会」への付議や、

パブリックコメントなど市民参画の機会を設け、市民の理解を得るよう努めていきま

す。 

  

 ≪財務分析≫ 

ウ 自己資本造成費（水道部）について［水道総務課］ 

【指摘事項】 

自己資本造成費に係る正しい会計処理は、一旦、利益処分において任意積立金とし

て積み立てておくか、あるいは、減債積立金の積み増しとして処理し、翌期に自己資

本金への組み入れ処理をするかのどちらかにより処理すべきである。 

 

【措置の状況】 

指摘のありました自己資本造成費に係る会計処理につきましては、平成 24年度予算

の計上分を、平成 25 年２月議会において減額補正しました。 

   今後については自己資本造成費の予算計上は行なわず、利益処分において、「減債積

立金」等に積み立てることとします。 

 

⑵ 財務事務の執行 

≪徴収事務≫ 

ア 下水道受益者負担金の債権管理の強化（下水道部）について［下水道総務課］ 

【指摘事項】 

「事務処理マニュアル」を改訂し、長期滞納者の所在調査及び財産調査に関する意

義や手法を具体的に定める必要がある。 

 

【措置の状況】 

長期滞納者の所在調査及び財産調査に関する事項につきまして、事務処理マニュア

ルを改訂し、調査の意義及び具体的な事務手続きを記載しました。 

 

≪固定資産≫ 

イ 休止固定資産（下水道部）について［下水道施設課］ 

【指摘事項】 

 財政状態の適正表示が求められている地方公営企業会計でも、休止固定資産の２つ

の要件を満たさない遊休固定資産の資産計上は認められない。このような遊休固定資

産は、原則、有姿除却というかたちで、廃棄処理を行う必要がある。 

 



【措置の状況】 

現在の地方公営企業会計上、休止固定資産に関する会計処理については、明確に定め

られていませんが、指摘のあった高松、城北各浄化センター及び築地ポンプ場の建物、

構築物等については平成 23 年度中に不用決定したため、平成 24 年２月 28日に有姿除

却を行いました。  

今後についても、民間企業で採用されている「休止固定資産の会計処理及び表示と監

査上の取り扱い（監査第二委員会報告第２号）」及び、「休止固定資産の会計処理及び

表示と監査上の取り扱い（監査第二委員会報告第２号）の廃止について」に示されて

いる指針に則して、適切に対応を図ります。 

 

ウ 効率的な固定資産の実地照合（水道部及び下水道部共通）について［水道施設課］ 

【指摘事項】 

 実地照合を行ったところ、識別シールが貼付されていない資産が１点発見された。 

 屋外にある資産や結露をおこす資産等、識別シールを貼付することが適当でないも

のについては、写真台帳等を作成して、資産と固定資産台帳データの照合を行えばよ

い。 

 

【措置の状況】 

固定資産の照合については、各施設における設備の確認作業を行い、識別シールの

貼付が適当でないものについては、写真台帳を作成しました。 

 今後更新及び改修工事等により新たに設置する機器についても識別シールの貼付が

適当でない設備については、写真台帳を作成し、資産と固定資産台帳データの照合を

行っていきます。 

 

≪工事請負契約及び建設関連業務の委託契約≫ 

エ 過年度包括外部監査における指摘事項等「一般競争入札の高い落札率について」

の措置状況（水道部及び下水道部共通）について［水道管路課］ 

  【指摘事項】 

   平成 19年度の包括外部監査において、管工事における一般競争入札の落札率が他の

部に比べて高いことから「なぜ一般競争入札の落札率が他の部に比べて高いのか、現

在の高い落札率が妥当な水準と判断して良いか等について、積極的に調査・分析を行

うことが必要である。」と指摘があり、改善措置として「調査・分析を行い公表する。」

としているが、それを確認することができなかった。 

 

 【措置の状況】 

市全体の建設工事に係る入札結果と当課所管のものについて、調査・分析を行い、



ホームページ上で公表しました。 

 

２ 平成 24 年度包括外部監査（高齢化対策事業の事務の執行について） 

⑴ 高齢者福祉 

  ≪高齢者福祉事業≫ 

 ア 地域包括支援センター事業：センターの職員の配置状況について［高齢者福祉課］ 

【指摘事項】 

飯田庵原地域包括支援センターでは、平成 23 年７月から「『地域包括支援センター

の設置運営について（通知）』６．職員の配置等」に定めのある「保健師」１名が不足

している状況であった。 

運営主体として必要な要件を満たすことが明らかでない場合には、契約時に委託先

との契約を締結すべきかどうか十分に検討するとともに、早急に要件を充足するよう

指導勧告をする必要がある（平成 24 年 11 月時点で運営主体として必要な要件を充足

したことを確認している。）。 

 

【措置の状況】 

「センターの職員の員数」の要件における「保健師」１名の不足は、当課の再三に渡

る改善勧告に対し「配置の約束」が先送りされ、約１年超の時間を要し、結果平成 24

年 11 月１日に採用され、必要な要件は充足されました。 

３職種（保健師等、社会福祉士、主任介護支援専門員）による、高齢者へのチームア

プローチを基本としている本市は、今回の経緯から、今後職員の不足が生じた場合は、

委託先に対し①不足に至った理由を把握し（職場のメンタルヘルス等を考慮）②早急

に要件を充足する委託先の計画を聴取し③必要な場合は、ナースバンクや福祉人材バ

ンクへの働きかけに協力する姿勢で、委託先と十分意思疎通を図ることとします。 

なお、今後現在の委託先以外の委託可能な団体の有無について、情報収集することと

したいと考えています。 

 

≪指定管理者≫ 

イ 指定管理者の年度評価の方法および考え方について［高齢者福祉課］ 

【指摘事項】 

静岡市では、指定期間全体における総合評価だけでなく、指定期間内の毎事業年度の

年度評価を実施している。しかし、高齢者福祉課の「年度評価シート」の記載について

は、予算に対する事業の費用対効果の確認と、より高い経済効果の享受にむけた取り組

みに資すること、また、より高まるであろう市民ニーズの向上に資すること、という年

度評価の本来的な趣旨を意識した踏み込んだ記載は見られない。 

   今後は、年度評価をより充実した効用の高い事務として実施するため、ＰＤＣＡサ



イクルに従った分析と総括作業が重視されるべきである。 

 

【措置の状況】 

指摘を受け、平成 25 年３月 14 日に、各施設指定管理者あて、平成 24 年度の自己評

価シートの作成について、自己評価シートの５総括的な評価（課題事項等）の項目に、

「前年に提起された課題とそれに対する改善状況」を確認し、具体的に記載するよう

通知をしました。 

その提出されたシートを基に平成 24年度分の年度評価からＰＤＣＡサイクルに従っ

た分析と評価を行い、年度評価をより充実した効用の高い事務として実施し、効果的

な施設の管理運営に取り組んでいきます。 

 

≪社会福祉法人等に対する指導監査≫ 

ウ 指導監査調書の記載内容の十分性について［福祉総務課］ 

【指摘事項】 

社会福祉法人等に対する指導監査の過程で把握された問題点・指導事項について、指

導監査基準に定めた区分と異なる判断をした根拠を、明確に指導監査調書に示してい

ない事例が散見された。 

市民に対する説明責任を果たすために、実施した指導監査の内容並びに判断の過程

及び結果を指導監査調書に記録しなければならないと考える。 

 

【措置の状況】 

社会福祉法人等に対する指導監査の過程で把握された問題点・指導事項については、

指導監査基準に定めた区分に従って指導内容を判断していますが、一部の誤り等の場

合には、指導監査基準よりも軽度な指導内容とする運用を行っています。平成24年度

中より、指導監査基準に定めた区分と異なる判断をした場合は、その判断の根拠を明

確に指導監査調書に記載するようにしていましたが、平成25年度からは、より徹底し

て記載することとします。 

 

エ 指導監査の専門性の十分性：国への情報提供について［福祉総務課］ 

【指摘事項】 

国が所管する社会福祉法人の指導監査は、その実施にあたって事前に国から直近の指

導監査結果の資料を提出するように求められており、現状では、平成 23 年度に発見さ

れた問題点・指導事項等の情報提供は、平成 24年度に行われている。この場合、発見

された問題点・指摘事項等が、改善する必要がある事項であっても、その改善が早く

て２年後となってしまう。文書指摘事項になるような重要な発見事項については、国

による指導監査が平成 24 年度に実施が予定されている場合でも、平成 23 年度に国へ



情報提供する必要があったと考える。 

今後、文書指摘事項となる可能性のある重要な発見事項については、発見された年度

内に、適時に国に対して情報提供する必要がある。 

 

【措置の状況】 

国等が所管する社会福祉法人の経営する施設の指導監査において、文書指摘事項にな

るような重要な発見事項があった場合には、国等と連絡調整を行いながら、適宜、情

報提供を行うこととします。 

 

オ 指導監査の専門性の十分性：総括について［福祉総務課］ 

【指摘事項】 

指導監査の過程で把握された問題点・指導事項のうち、判断の指針となる指導監査基

準に明確に記載がない事項について、関係法令及び関係指導指針等について十分な知

識と経験に基づいた専門性の高い見地から検討されていない、または検討されたかど

うか指導監査調書に記載していない事例が散見された。指導監査は、関係法令及び関

係指導指針等について十分な知識と経験に基づいた専門性の高い見地から実施されな

ければならないといえる。 

今後は、指導監査基準に明確に記載がない問題点・指導事項については、高い専門性

の見地から判断を実施するとともに、指導監査調書に明確に判断の根拠を記載する必

要がある。 

 

【措置の状況】 

指導監査基準に明確な判断基準のない事項については、関係法令等に照らし、担当内

の会議や会計アドバイザーに対する照会により検討するとともに、県・他市との連絡

調整会議の場での意見交換等を参考にして判断を行い、指導監査調書に明確に判断の

根拠を記載することとします。 

 

カ 指導監査体制の強化について［福祉総務課］ 

【指摘事項①】 

指導監査調書の記載内容、指導監査の専門性の視点からは、指導監査の実施状況は十

分ではない状況にあるといえる。この要因としては、指導監査担当者の在籍年数は長

くて３年、平均在籍年数は 1.7 年であり、指導監査を長期間経験している人材が少な

く、指導監査を実施する担当者の調査項目に関する十分な知識及び経験に基づいた専

門性が十分でないことが考えられる。 

社会福祉法人等の指導監査の体制をより強化して、指導監査の水準をさらに引き上げ

るためには、高度な専門知識を有し、実務経験豊富な人材が指導監査業務にあたるこ



とが出来るような取り組みを始める必要がある。指導監査の専門家を育成するために

は、専門能力を高める人材候補は誰か、どのような方法で専門能力を育成していくの

か、外部専門家のサポートは必要ないかなど、具体的な人材育成方針等を策定する必

要がある。 

 

【措置の状況】 

現在、新任職員については、厚生労働省・県・県社会福祉協議会の実施する研修を受

講する他、社会福祉法人会計基準に関する通信教育を受講し、知識・監査技術の向上

に努めています。また、会計に関する専門性を補完するために、公認会計士とアドバ

イザー契約を締結し、会計上の疑問に関する照会を行っています。 

さらに、年３回、県・他市との連絡調整会議を開催し、指導監査に関する情報交換を

行っています。 

また、職場内研修の一環として、月曜日に担当内の打合せを行い、監査上の疑問点等

についての検討と問題意識の共有化を図っており、平成 25年度からは、職員の意識や

知識等の向上により効果があるよう、打合せの頻度を高めることとしています。 

人事異動については、当課の権限の及ばない分野となりますが、課内における人員配

置を検討する際には、２～３年で異動となる新職員等の監査指導担当への配置を極力

避け、平均在課年数の延長に努めるとともに、複式簿記に精通した公営企業会計を経

験した職員の配置等も、人事当局に要望していきます。 

 

【指摘事項②】 

指導監査の水準をさらに引き上げるため、人材育成方針等の策定と併せて、指導監査

実施後、定期的に検討会を開催して、指導監査の実施過程で発見された問題点等を参加

メンバー間で共有し、相互に協議する必要がある。また、このような検討会には外部専

門家の参加も取り入れることで、協議内容の高度化と客観性が確保されることが期待さ

れるので、有用であると考える。 

 

【措置の状況】 

月曜日を担当内の打合せの日とし、監査上の疑問点等について検討し職員による問題

意識の共有化を図っています。 

なお、この打合せで解決できない問題等については、アドバイザーである公認会計士

にメールや電話により意見を聞くこととしており、専門家の参加は行われていると考え

ています。 

しかしながら、メールや電話での照会では内容が限定的になる傾向があることから、

広く専門家の意見を聞く機会を設けるため、今後、担当内打合せへのアドバイザーの参

加等ができないかを検討していきたいと考えています。 



 

≪過年度包括外部監査の指摘事項等の措置状況≫ 

キ 補助金：適切な効果の測定・検証について［行政管理課］ 

【指摘事項】 

静岡市では、行政評価制度（補助金の評価を含む）の見直しに取り組んでいるもの

の、現状の「事務事業総点検作業結果」を見る限り、その改善状況は不十分であると

言わざるを得ない。市民への説明責任を目的としている「事務事業総点検表」が、記

載不十分な状態で、市民へ公表されることは、本来、許されるものではないと考える。 

「市民に対する説明責任」や「ＰＤＣＡサイクルの確実な実施」という目的を達成す

るためには、「『行政評価』実施要領」に基づいた「事務事業総点検」の適切な運用が必

要である。事業の活動指標と成果指標については、適切な数値目標とするよう見直しを

行い、事務事業総点検表については、所管課の意見を必ず記載するよう、各課に対する

指導を徹底する必要がある。 

 

【措置の状況】 

平成 23 年度から実施している「事務事業総点検」では、業務達成度・事業達成度の

２つの視点から評価・検証を実施し、課題や問題を洗い出すことで、見直しや改善に繋

げるよう取組んでいます。 

「事務事業総点検」における活動指標・成果指標の適切な数値目標の設定については、

全ての事務事業の指標を数値化することが課題であったため、指標は可能な限り数値化

するよう指示したところでありますが、このたびの指摘を受けて、再度、各所管課に適

切な行政評価を実施するよう通知し、周知徹底しました。 

また、昨年度に公表した「平成 23 年度事務事業総点検表」においても、成果指標や

所管課の意見等が一部、記載不十分であったため、全ての項目について必ず記載するよ

う、併せて周知徹底しました。 

 

⑵ 介護保険 

≪要介護認定≫ 

ア 申請から調査実施までの日数：申請者への連絡について［介護保険課］ 

【指摘事項】 

要介護認定の申請を受け、申請者本人または家族に連絡するまでに、４～５日以上（長

い場合は 11 日以上）もかかっているケースが見受けられる。 

申請者への連絡は、原則として、割り振られた当日または翌日までに行うよう、期限

を設定し、これをルール化する必要があると考える。 

 

【措置の状況】 



各区に配属されている調査員は、申請者への調査日の連絡について、原則として申

請翌日に電話連絡を行うことを徹底することとしました。 

 

イ 調査票作成からシステム入力までの日数：調査員との連絡方法について［介護保

険課］ 

【指摘事項】 

委託調査票の点検過程において、調査員への確認手段として、メールを使用してい

る人はいない一方で、「呼び出して面接」、「窓口に訪問した時に確認」、「郵便で返送・

回答」という時間のかかる方法を使っている人もいる。 

認定通知までの日数が法定期限を超えている状況にあるため、調査員への連絡方法

の見直しを行い、連絡手段は、原則として、電話、ＦＡＸ、メールなど、時間のかか

らない方法を義務付ける必要があると考える。 

 

【措置の状況】 

委託調査票の点検において、内容確認の連絡手段は、できるだけ速やかに行うよう、

調査員への確認手段は、電話やＦＡＸなどの方法を徹底しました。 

 

ウ 一次判定後、認定までの日数：審査会の案件数について［介護保険課］ 

【指摘事項】 

要介護認定の審査案件は、案件の集中状況には関係なく、１回当たり 25 件と一定の

件数が割り振られている。審査の対象が時期によって大きく増減している状況であっ

ても、審査会のほうは常に 25件という一定の件数で行われていることによって、認定

までの待ち時間が生じていると考えられる。 

審査会１回当たり 25 件という制約条件については、見直す必要があると考える。審

査案件が集中している時期には、審査会での審査件数を増やしたり、案件が少ない時

期には、直近に開催される審査会に追加で何件かを割り振ったりするなど、臨機応変

に対応することにより、申請者の待ち時間を減らすよう、努めるべきである。 

 

【措置の状況】 

審査会１回当たりの審査件数は、25 件という制約を撤廃し、審査案件が集中してい

る時期には、審査会での審査件数を増やし、案件が少ない時期には、少ない件数でも開

催または直近に開催される審査会に追加で割り振ったりするなど、審査案件の蓄積件数

の増減に応じて柔軟に対応することとしました。 

なお、平成 25 年第１回静岡市介護認定審査会において、全会一致で了承が得られて

います。 


